




























時に集団としての日本人関係者の動向にも目を向けなければならない。その観点からすれば、卒業生を中心とする校友会の動向は非常に重要なものになるはずだ。特に一九三〇年代以降、母教会との関係が薄れる中で、校友集団の学 に与える影響は非常に大き と っていったのである。
校友組織と財政的な問題という視点でいえば、私立学















































































































































































































院学報』を創刊している。それまで立教学院全体に関わる刊行物としては明治時代から昭和初期にかけて断続的に発行されていた『築地の園』があったが、あくまでも学内伝道組織「立教学院ミッション」の刊行物で り、学院全体の機関誌と う位置づけではなか 。発刊の理由を木村は次のように説明している。



















なお学院維持会に入ってきた資金は、いった 学院会計に組み入れられた後、立教大学・立 中学校そ ぞれの学校会計に振り分けるという流れ とることになっていた
（73）。つまり、いったん学院に集められた資金をその後
各校に配分するというシステムだ たの あ 。
学院維持会の役割が毎年の経常費に対する補助にあっ

































































窓会との合意を受けて、中学校同窓会が独自に会費を徴収するという旨の会則改正を行なっている。さらに四月には、中学校同窓会 機関誌とし 『立教中学校同窓会々報』も創刊するなど、中学校同窓会独自の活動の強化が進んだ。同誌は、従来は中学校の学友会誌『 ずゑ』の別報という位置づけだったが、独立して発行すことにしたものである
（91）。この中で中学校長帆足秀三郎
は中学校同窓 強化の意図を次のように説明している。































































学院の経営に対する発言力が制度的に確保されるようになっていた。つまり、学校法人 発足 、彼ら卒業生学校経営へ 影響力を大きく拡大させる契機となったのである。一九五三年には大学同窓会の機関誌として『ニュース・セントポール』を創刊するなど、その活動も活発化していた。
一九四三年以降、教学上の学院のトップは規定上存在
しない時期が続いたが、学校法人立教 院寄附行為では学院の教育研究統括者として 長を置き、これを理事会で選任することを定めていた（第二十七、 二十八条） 。同
時に院長は自動的に大学総長を兼ねることも定めていたので、当時の立教においては院 ＝大学総長であった。なお、当時の史料を見ると関係者の多くは「総長」の選挙と捉えていたが、制度上はあくまでも学院の 院の選挙であった。
一九五一年の学校法人設置の際に院長に選ばれたの























ことを裁定した八代斌助理事長が 各 部長 ち 直接面会して懇談するなど鎮静化に努めたこ も り、この時点では、大きな紛争となることはなかっ
（118）。しか





























































































さほど 親密感はなく、次第に中学校同窓会、大学同窓会といった学校ご の校友組織 独立性が強まっていたのである。
一方、一九三〇年代に入ると、財団法人立教学院が設






























































































































































 Jan 7, 































一九二八年四月 四日。（35） 「昭和二年度の学院校友会総会」 『立教大学新聞』五一号
　
一九二七























































































































































































































































































































































一九五一年三月一四日に施行された学校法人立教学院寄附行為第五条および第六条の規定では、理事十三名のうち五名が「評議員の互選による者」となっており、評議員から選出された理事が最大勢力を占めていた。さらに「三十 名以上三十七名以内」とされた評議員のうち十二名が「本法人の設置する学校の卒業者中より選挙 もの」と規定されており（第十六条、十七条） 、卒業生の意向が相対的に強く働くようなシステムとなっていた。（111） 
鈴木泉『回想記』 （株式会社友愛商事
　
一九六五年）二一〇頁。
（112） 
松下正寿「私の履歴書」 『私の履歴書
　
第十六集』 （日本経済新聞社
　
一九六三年） 。（113） 
森脇要「松下正寿先生を偲ぶ」 『立教』一二〇号
　
一九八七年。
（114） 
前掲『回想記』二一一～二一六頁。
（115） 
前掲『立教学院八十五年史』四二七
（116） 
大野信三「新総長に期待す
　
松下君を語る」 『ニュース・セント
ポール』一一号
　
一九五五年七月二〇日。
（117） 
同右。
（118） 
前掲『立教学院八十五年史』 。四二七頁
（119） 「三年間ごたつく
　
五つの改正案まとまる」 『立教大学新聞』一九五九
年四月二〇日。（120） 
前掲『立教学院八十五年史』四二七頁。
（121） 
前掲『立教学院八十五年史』四三〇頁。
（122） 
前掲『立教学院八十五年史』四三七～四三九頁。
（123） 「学院寄附行為改正案で
　
校友連合会総会附開く」 『ニュース・セン
トポール』六三号
　
一九五八年二月一日。
（124） 「同窓会が提出する学院寄附行為改正案」 『ニュース・セントポール』六四号
　
一九五八年二月一一日。
（125） 「学院寄附行為改正の大学同窓会案
　
同窓会理事会で決まる」
『ニュース・セントポール』六五号
　
一九五八年二月二一日。
（126） 
前掲「三年間ごたつく
　
五つの改正案まとまる」 。
（127） 
同右。
（128） 
前掲『立教学院八十五年史』四八一頁。
（129） 
前掲「三年間ごたつく
　
五つの改正案まとまる」 。
（130） 
前掲『立教学院八十五年史』三四二頁。
　
